
（市町村担当者）

①非常に
大きな効
果がある

②それな
りの効果
がある

③あまり
効果はな

い

④全く効
果はない

9 11 2 0

①
全て

②
５割以上

③
４割程度

④
３割程度

⑤
２割程度

⑥
１割程度

⑦
耕作放棄
されない

0 2 0 7 4 8 0

 

中山間地域等直接支払制度に係る中間年評価に伴うアンケート調査結果

○ 実施市町村のうち約９割にあ

たる２０市町村で非常に効果が

ある、またはそれなりの効果が

あるとの回答があった。

問１ 中山間地域等直接支払制度は、耕作放棄地の増加を防止する効果があると思いますか。

①非常に大

きな効果が

ある

40.9%

②それなりの

効果がある

50.0%

③あまり効果

はない

9.1%

④全く効果は

ない

0.0%

問２ 本制度に取り組んでいなければ、当該協定農用地については平成２２年度～平成

２６年度の５年間でどのくらいの農地が耕作放棄されると思いますか。

①

全て

0.0%

②

５割以上

9.5% ③

４割程度

0.0%

④

３割程度

33.3%

⑤

２割程度

19.0%

⑥

１割程度

38.1%

⑦

耕作放棄されな

い

0.0%

○ １割程度と回答した市町村が３８．１％と一番多く、次いで３割程度、２割程度

と続き、５割以上と回答した市町村も２つあった。

1



①非常に
大きな効
果がある

②それな
りの効果
がある

③あまり
効果はな

い

④全く効
果はない

3 13 6 0

①生態系
の保全

②災害の
抑制

③水源の
かん養

④観光・
保健休養
の場の提
供

⑤情操教
育

⑥景観の
保全

⑦地域社
会・文化
の保全

⑧その他

5 8 6 2 0 15 2 0

問３ 本制度は、国土保全や保健休養機能等の多面的機能を増進、維持保全する効果がある

と思いますか。

①非常に大

きな効果が

ある

13.6%

②それなりの

効果がある

59.1%

③あまり効果

はない

27.3%

④全く効果は

ない

0.0%

○ 実施市町村のうち約７割にあたる１６

市町村で非常に効果がある、またはそれ

なりの効果があるとの回答があったのに

対し、６市町村からは、あまり効果はな

いと回答があった。

３－１【問３で①又は②と答えた方にお聞きします。】

多面的機能の増進または発揮として具体的にどのような効果があったと感じますか。

（複数回答可）

○ 「景観の保全」の回答が１５と一番多く、次いで「災害の抑制」、「水源

のかん養」、「生態系の保全」と続いている。

④観光・保健休養

の場の提供

⑦地域社会・文化

の保全

①生態系の保全

③水源のかん養

②災害の抑制

⑥景観の保全

0 5 10 15 20

2



①土壌浸
食

②土砂崩
壊

③洪水 ④火災 ⑤その他

4 5 1 2 0

①非常に
大きな効
果がある

②それな
りの効果
がある

③あまり
効果はな

い

④全く効
果はない

4 17 1 0

３－２【問３－１で②と答えた方にお聞きします。】

災害の抑制とは具体的にどのような災害が防止されていると思いますか。

（複数回答可）

○ ３－１で回答した「災害」については、「土砂崩壊」、「土壌浸食」が

主となっている。

問４ 本制度は、集落や地域の活動の維持・活性化を促す効果があると思いますか。

①非常に大き

な効果がある

18.2%

②それなりの効

果がある

77.3%

③あまり効果は

ない

4.5%

④全く効果はな

い

0.0%

○ 実施市町村のうち９割を超える２１市町村で非常に効果がある、または

それなりの効果があるとの回答があったのに対し、１市町村からは、あま

り効果はないと回答があった。

3



①団地要
件の緩和

②免責事
由の追加

③受給額
上限の取
扱い

④協定農
用地の拡
大

⑤農業生
産条件の
強化

⑥多面的
機能の確
保

⑦集団的
かつ持続
可能な体
制整備

⑧小規
模・高齢
化集落の
加算

14 4 1 3 5 2 8 1

①要件を
満たす集
落があ
り、協定
がある。

②要件を
満たす集
落はある
が、協定
はない

③要件を
満たす集
落がな
い。

2 10 9

①余力が
ない

②加算金
額が低す
ぎる

③集落が
存在しな
い

④その他

8 1 2 0

問５ 平成２２年度からの新たな対策で、地域で効果的と思われるものは何ですか。

（複数回答可）

⑥多面的機能の確保

④協定農用地の拡大

②免責事由の追加

⑤農業生産条件の強

化

⑦集団的かつ持続可

能な体制整備

①団地要件の緩和

0 2 4 6 8 10 12 14 16 

○ 「１ha以上の団地要件の緩和」が一番多く、次いでＣ要件の「集団的かつ

持続的な体制整備」と回答があった。

問６ 市町村内に対象農用地要件を満たす小規模・高齢化集落はありますか。

６－１【問６で②と答えた方にお聞きします。】

加算措置を適用する協定がない理由は何ですか。

○ 小規模・高齢化集落集落支援加算の要件を

満たす市町村は１２あり、そのうち２市町で

加算の適用を受けている。

加算措置を適用していない協定の市町村の

うちのほとんどが、「近隣集落は自分の集落

で手一杯で支援する余力がない。」と回答が

あった。

4



①
ある

②
ない

11 10

①取り組
む必要が
なかった

②合意を
得られな
かった

③担い手
が見込め
なかった

④Ａ要件
又はＢ要
件を選択

⑤その他

0 0 5 4 1

①該当農
地あり・
基本方針
あり

②該当農
地あり・
基本方針
なし

③該当農
地なし

④把握し
ていない

9 5 4 4

①不公平
感を煽る
こととな
る

②協定の
締結が見
込めない

③耕作放
棄地が増
加しない

④財政上
の理由

⑤その他

0 5 0 0 1

問７ 市町村内にＣ要件に取り組んでいる集落協定はありますか。

７－１【問７で②と答えた方にお聞きします。】

どのような理由によりＣ要件の取組がなかったと考えますか。（複数回答可）

○ Ｃ要件に取り組んでいる集落協定がある市町村は１１、取り組んで

いない市町村は１０となっている。

Ｃ要件の取組みがなかった理由については、「協定参加者内に役割

分担できる者がおらず、外部からの担い手も見込めなかったため」も

しくは「Ａ要件又はＢ要件を選択したため」と回答があった。

問８ 市町村内に高齢化率・耕作放棄率の高い農地はありますか。

８－１【問８で②と答えた方にお聞きします。】

高齢化率・耕作放棄率の高い農地を基本方針に対象農用地として位置づけない

理由は何ですか。（複数回答可）

○ 高齢化率・耕作放棄率の高い農地がある市町村は１４あり、そのうち

９市町村では基本方針に対象農用地として位置づけているが、５市町村

では基本方針に位置づけていない。基本方針に位置づけていない５市町

村の全てが、「高齢化が著しく進行し、協定の締結が見込めない。」こ

とをその理由に回答している。

また、その他の理由に「今後の耕作再開が見込めない。」と記載した

市町村もあった。

5



①動きが
増えてい
る

②増えた
とは感じ
ない

③そのよ
うな動き
はない

④把握し
ていない

1 1 15 5

①既に取
り組んで
いる

②取り組
む予定が
ある

③検討し
ている

④取り組
んでみた
い

⑤取り組
む予定は
ない

⑥把握し
ていない

1 0 1 11 5 4

問９ 東日本大震災を契機に都市部から移住や就農等の人の動きが増えたと感じますか。

①動きが増え

ている

4.5% ②増えたとは

感じない

4.5%

③そのような

動きはない

68.2%

④把握してい

ない

22.7%

○ 実施市町村のうち約７割に

あたる１５市町村では増えた

とは感じていないとの回答が

あった。

問１０ 今後、都市部からの移住や就農等、人を呼び込むための取組を行う予定があります

か、又は取り組んでみたいと思いますか。

①既に取り組ん

でいる

4.5%

②取り組む予定

がある

0.0%
③検討している

4.5%

④取り組んでみ

たい

50.0%

⑤取り組む予定

はない

22.7%

⑥把握していな

い

18.2%

１０－１【問１０で①又は②と答えた方にお聞きします。】

○ 既に取り組んでいる市町村からは、「滞在型市民農園」や「地域おこし

協力隊」との回答があった。

6



①協定内
での事務
処理

②事務処
理の外部
化

③協定参
加者の中
から

④集落協
定の再編
等

⑤特に指
導はして
いない

⑥その他

1 0 5 0 13 4

①適格者
がいない

②意見が
まとまら
ない

③参加者
の理解が
得られな
い

④担い手
等がいな
い

⑤特に課
題はない

⑥その他

4 5 1 2 0 0

①集落協
定を単位
に策定

②近隣集
落を含め
た単位で
策定

③複数の
集落協定
単位で策
定

④行政区
等の単位
で策定

⑤策定予
定はない

0 1 4 18 0

問１１ 農業者の高齢化に伴い、集落協定における事務処理が負担となっているとの

声を耳にしますが、集落の事務局機能の体制強化に向けてどのような指導を行

っていますか。

１１－１【問１１で③又は④と答えた方にお聞きします。】

協定の連携・統合・再編に当たっての課題があれば教えてください。

（複数回答可）

○ 集落の事務局機能の体制強化に向けては、「特に指導はしていない」と

回答した市町村が１２と最も多く、次いで、「集落協定の連携・統合・再

編を促進し、協定参加者の中から事務処理にすぐれた人を確保するよう指

導している」と回答した市町村が５つあった。

その他には、「各集落協定の事務処理は市の担当者が補助している。」、

「町の担当者が可能な限り指導・助言している。」、「協定参加者の中か

らできるだけ若い人を会計に指名し、事務処理の指導をしている。」等が

記載されている。

「集落協定の連携・統合・再編に当たっての課題」については、「広範囲

にわたる協定の事務や会計作業を担える適格者がいない」や「広域化によ

り、関係する集落や参加者の間で意見がまとまらない」が主な理由にあげ

られている。

問１２ 人・農地プランを策定するに当たり、集落協定をどのように活用しています

か。

○ 本県では全市町村において人・農地プランを策定することとなっているが、

その範囲は、集落協定とは関係なく、行政区等の単位で策定していると回答

している。

7



①男性が
代表と
なってい
る

②家事で
忙しい

③参加を
いやがる

④共同活
動を男性
が行う習
慣がある

⑤参加で
きる雰囲
気ではな
い

⑥その他

20 3 4 10 2 1

①23年度
からの方
針でよい

②個人配
分を増や
すべき

③共同取
組活動分
を増やす
べき

④国が方
針を示す
必要はな
い

⑤わから
ない

7 5 3 2 5

①強く継
続を望む

②できれ
ば継続を
望む

③廃止し
てもよい

④どちら
でもよい

⑤わから
ない

10 7 0 5 0

問１３ 本制度における協定参加者に女性が尐ないのはどのようなことが原因と考えて

いますか。（複数回答可）

○ 協定参加者に女性が尐ない原因は、「男性が一家を代表して参加者となって

いることが多いため」との回答が一番多く、次いで「水路・農道の管理活動等

の共同取組活動は男性が行う習慣があるため」との回答があった。

問１４ 本制度においては、平成23年度から、「市町村は、条件不利地における農業者

等への適切な格差是正のため、交付金の交付額の概ね１/２以上を個人配分に充て

ることが原則であること、なお、交付金の使途は協定参加者の合意により決定さ

れることから、これまでと同様に地域の状況に応じた交付金の活用が可能である

ことについて指導する」こととされました。このことについて、どのような声が

集落から寄せられていますか。

①23年度か

らの方針で

よい

31.8%

②個人配分

を増やすべ

き

22.7%

③共同取組

活動分を増

やすべき

13.6%

④国が方針

を示す必要

はない

9.1%

⑤わからな

い

22.7%○ 平成23年度からの規定では、

「原則」であるとしていること

から、現況でも各協定によって

個人と共同の配分は様々である

ため、各市町村からの回答も分

かれている。

問１５ 本制度の実施期間は平成２６年度までとなっていますが、平成２７年度以降に

ついてどのように考えますか。

○ 今期対策終了後の平成２７年度以降も、１７市町村において対策の継続を「強く

望む」または「できれば望む」と回答があった。8



①評価し
ていると
思う

②評価し
ていない
と思う

③関心が
ないよう
だ

④わから
ない

8 1 7 6

○ 今期対策終了後の平成２７年度以降も、１７市町村において対策の継続を「強く

望む」または「できれば望む」と回答があった。

問１６ 協定に参加していない周辺住民の方は、本制度をどのように評価していると

思いますか。

○ 「評価していると思う」と８市町村が回答しているのに対し、「関心がないよう

だ」と７市町村が回答している。

問１７ 本制度に対するご意見、ご要望等はありますか。自由に記入して下さい。

○ 高齢化が更に進行し、農産物価格の低迷など農業を取り巻く情勢が一層厳しく

なっているため、地域が取り組み易い制度の仕組みが必要。

○ 中山間直払い事業に関しては、傾斜地が多く、高齢化が進む本市の農業実態に

則して安定的に農業を進めるために必要な事業だと考えている。本市のような果

樹が主体の農業地域では、米や野菜作と違い、機械化することが困難な作業工程

が多くあるため農地の拡大は大変難しく、他人がリタイアした農地を引き受ける

余力のある農家はほとんどない。この制度が米、野菜が大半を占める日本全体の

農業を対象に作られている制度であることは承知しているが、第四期対策の際に

は本市の実状も参考にしてください。

○ 中山間地域では高齢者が多く、零細農家が農業投資もできないため、集落で取

り組める本事業の継続を望みます。

○ 傾斜地の農地だけでなく、平地の農地も採択しやすくなるようになると、参加

農家の増加に寄与できると思われる。

○ 本制度を利用したいと希望する農家が多いが、事務処理が面倒で地域のリーダ

ーとなる人がいないというケースが多くある。

また、制度が複雑すぎて説明しても把握仕切れていない農家の方が多く見受け

られる。

○ 制度の簡略化と事務処理の簡素化が出来れば、もっと多くの方に利用していた

だけると思う。
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